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台湾経済の輸出主導と輸入依存構造

ブロック外生性のテストー

中　嶋　航　一

1　はじめに

　　　　　　　1．問題提起

　世界経済を三分すると言われるほど力をつけ

てきたアジア地域には，急速な経済成長を持続

して産業国家に仲間入りした台湾，韓国などの

アジアNIEsをはじめとして，タイやマレーシ

アなどのASEAN諸国，及び，最近では高度経

済成長の軌道に乗り始めてきた中国など，経済

成長の成功例が集中している．これらの国々が

地理的にアジア地域に集中し，かつ短期間に急

速な経済成長を達成したため，そのような高度

経済成長を可能にする経済的要因について多く

の議論が展開されている．とりわけ，これらの

国々の経済成長に輸出の重要性が共通して観察

されるため，アジア諸国の経済成長は「輸出志

向型」の構造によると指摘する議論が多い．例

えば，GDPに占める輸出の支出別構成の割合

や寄与度が高かったり，総輸出に占める工業製

品輸出の比率が急速に上昇していたり，GNP

と輸出の成長率の相関が高いことを示して，こ

れらアジアの国々は「輸出主導型」の経済成長

を達成したと結論している．また，「GDP成長

を工業部門の成長がひっぱり，それを工業品を

中心とした輸出拡大が支える」ような構造を，

「輸出先導型」の経済成長として定義している

研究もある．更に，政府による積極的な輸出産

業への経済資源の配分や，投資環境や社会資本

の整備に対する経済政策を評価して，それらの

国々を「政府主導の輸出志向型経済成長」と呼

ぶ議論もある1）．

　しかレながら，アジア諸国の経済成長におけ

る輸出の重要性を否定するものではないカ㍉従

来の議論においては2つの問題が存在する．そ

の第1は，「輸出主導（志向）型経済成長」の因果

関係が明確になっていない問題である．開発経

済学における「輸出主導型経済成長」仮説は，

通常，次のように定義されている．即ち，輸入

代替政策に対して，比較優位の原則に則って輸

出産業に積極的に経済資源を配分し，輸出産業

の成長による技術進歩と生産能力の拡大によっ

て国内資本形成を促進する．そうして達成され

た輸出の成長は，生産能力の十分な活用と規模

の経済を可能にし，更に周辺産業を育成する．

その結果，国民所得の上昇に伴って民間消費も

・刺激され，国内需要が増大し経済成長が達成さ

れるという議論である．即ち，輸出の成長が原

因となって経済成長を結果として達成するとい

う因果関係の仮説であって，単なる相関関係の

高低によって検証されるものではない．従って，

GDPに対して輸出依存度や寄与度が高いこと

を示しても，その相互の変数間の因果関係を推

論することには問題がある．また，例えば上述

した「輸出先導型経済成長」の定義では，工業

部門の成長がまずあってGDPの成長が促され，

その結果，（工業品）輸出が伸びる訳だから，因

果関係でいえば方向が逆である．同様に，輸出

に占める工業品の割合を調べるだけでは，例え

ば，国内需要以上に生産された工業品が海外へ

在庫処理のはけ口を求めて輸出されるような，

いわゆる「輸出ドライブ」の現象も「輸出先導

型経済成長」と呼ばれることとなる．

　前述した「輸出主導（志向）型経済成長」’の定

義に関わる第2番目の問題は，政府の経済政策

の内容とその経済政策の有効性とを混同した使
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い方をしている点である．定義の前半部分の，

輸入代替政策に対する輸出振興政策とは，輸出

産業に財政・金融政策を通して経済資源を集中

させるという政府の意図的な経済政策のことで

ある．しかし，この政府の「輸出志向的経済政

策」と，上述した定義の後半部分の，輸出が資

本形成による生産能力の増大や消費の拡大に結

び付いて経済成長を達成するという「輸出主導

型経済成長」の仮説とは異なるものである．即

ち，政府による輸出志向的な経済政策が実際に』

輸出の促進に貢献するのに有効であったかどう

かという仮説検定と，輸出の成長が経済成長の

主導的役割を担ったかどうかという仮説の検定

は区別して行なわれなければならない．

　例えば，台湾の輸出志向工業化政策は1960

年代より始まったと言われているが，台湾の税

制や為替レートなどの政策には輸出促進的なバ

イアスは観察されないし，産業間での差別的な

待遇もなく，それ以前の輸入代替工業化政策も

依然として観察されたとする研究がある．それ

にも拘らず輸出が伸びた訳であるから，60年代

からオイルショックに至る台湾の輸出志向的な

経済政策は，その内実と有効性について否定さ

れる見解が提出されるべきである．しかし台湾

の場合，経済成長と輸出の間に高い相関が観察

されているので，台湾の経済成長は輸出主導的

であったとの前提が成され，てしまう．すると，

もし台湾政府の政策が一貫して輸入代替的であ

ったとすると，輸入代替的政策にも拘らず輸出

志向的経済成長が達成されたと言う矛盾を説明

できなくなる．従って，過去．30年間にわたる

台湾政府の経済政策は，結局，輸入代替と輸出

振興政策の併存政策であったという結論となり，

それぞれの政策がどの程度有効であったかにつ

いて議論をすることができなくなる2）．

　以上の議論を踏まえて本稿では，経済成長要

因の統計的因果関係の概念をグレンジャーの因

果性の定義に求め，それを多変量間に応用した

シムズのブロック外生性の．テストを行なう．そ

の検証対象として，アジアNIEsの中でも輸出

依存度が極めて高く，近年に至るまで順調な経

済成長を達成してきた「輸出主導型経済成長」
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の典型とも言われる台湾経済のデータに応用し，

「輸出主導型経済成長」仮説の内実と普遍性に

ついて考察する．

2．「輸出主導型経済成長」の定義と仮説設定

　「輸出主導（志向）型」の経済成長仮説の定義

の基本的特徴は，輸出が原因となって経済成長

が達成されるという因果関係の方向性を規定し

ている点である．そのような因果関係をグレン

ジャーの検定手法を使って台湾のマクpデータ

に応用した坂井・野田論文に言及したい3）．坂

井・野田論文においては，グレンジャーの意味

で，固定資本形成と輸出，及びGDPと輸出の

間になんらかの因果関係が存在する場合を「輸

出志向工業化」と定義している．また，「輸出志

向工業化」仮説と「輸入代替工業化」仮説を分

けるために，固定資本形成からGDPに一方的

な因果関係が得られる場合を「輸入代替工業

化」と定義した．坂井・野田論文における議論

は，データの制約や統計的な問題を含むもので

あるが，明確な統計的定義による仮説検定が行

なわれている貴重なものである．しかしながら，

前述したように，「輸出志向工業化」と「輸入代

替工業化」は政府による経済政策であって，結

果としての経済成長を必ずしも意味するもので

はない．即ち，政府の経済政策が輸出や資本形

成の成長に対して有効であるかどうかの検定と，

輸出や資本形成が経済成長に対して有効である

かどうかは区別して検証されるべきである．

　従って，輸入代替工業化政策の統計的定義を

次のように提案したい．関税，外資規制，為替

レート切り下げ等の輸入代替的な政策め目的は

国内産業の保護と育成にある．従って，その政

策の有効性を検定するためには，その政策が輸

入を意図的に制約することに結果として成功し，

国内資本形成の成長を結果として誘発したかど

うかが問わ為ねばならない．また，輸出志向工

業化政策の目的は，政府が輸出を目的とした生

産活動を保護・奨励し，輸出を促進するための

輸入を優遇する政策であるといえる4）．従ってゴ

この政府主導型の経済政策を統計的に区別して

検証するために，そのような政策が輸入と民間
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資本形成に対して因果関係を持つ場合を「輸入

代替的経済政策」，輸出と輸入の変数に因果関

係を持つ場合を「輸出志向的経済政策」と定義

したい．ただし問題は，政府のそのような経済

政策をどのデータによって代表させるかという

点である．本稿においては国民所得統計におけ

る各需要項目間の因果性のテストを対象として

いるため，政府の政策を反映している変数とし

ては政府最終消費支出しかない．政府支出が輸

出や資本形成に対して有効であると考えられる

場合は，輸出産業や国内企業に対して補助金や

税控除などを与えることである．台湾の場合，

国・官営企業への保護政策が際だっているので，

「輸入代替的」な財政政策の有効性を資本形成

の観点から捉えることは可能と思われる．また，

台湾政府の財政政策による公共投資が，輸出を

促進するようなインフラストラクチュアの建設

に使われているので，その政府支出が「輸出志

向型経済発展」を正当化するだけ効率的であっ

たかどうかも検定する価値はあると思われる．

　勿論，政府支出の内実がどの程度政府の貿易

政策や保護政策に現実的に反映されてきたのか

どうかは不明であり，税制，金融政策，為替政

策，産業連関等との関連も不明である．しかし

ながら，台湾の場合は独裁的な政府に’よる意図

的な財政運営が可能であり，しかも政府と公営

企業が総資本形成のうち2割から3割を占めて

いるため，政府支出が輸出・輸入や資本形成に

与える影響は大きいものがあったと推測される．

いずれにしても，データの制約を考慮に入れな

がら，政府の財政政策としての側面から上述し

た貿易政策に関する有効性の仮説を検定してみ

たい．結果の解釈は当然，そのように限定され

て成されねばならない．

　以上の考察より，本稿においては，次の5つ

の因果関係の仮説を提案する．第1に，政府の

財政政策としての政府支出が，輸出と輸入の2

変数（貿易変数）に対してブロック因果性を持つ

場合を財政主導的という意味での「輸出志向的

経済政策」と呼び，政府支出が民間資本形成と

輸入の複数の変数にブロック因果性を持つ場合

を財政主導的な「輸入代替的経済政策」と定義
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する．第2に，輸出変数が民間資本形成（民間

総固定資本形成と在庫品変動分）や消費の変数

に同時に因果関係を持つ場合を「輸出主導型」

と定義する．第3に，民間資本形成の変数が民

間消費や貿易変数に因果関係を持つ場合を「資

本形成主導型」と呼ぶ．ところで，多くのアジ

アの経済成長に関する論文では，主に輸出や資

本形成の変数に関心が集まり，国民所得統計に

おける主要な内需変数である民間消費の重要性

に対する議論が軽視されている．極論すうと，

アジア地域の経済成長は輸出主導によるもので

あって，先進諸国のような消費主導型はあり得

ないと前提しているように思われ’る．従って本

稿では，第4の仮説として，民間消費支出が他

の変数に因果関係を持つ場合を「消費主導型」

と定義することにする．

　第5に，「輸出主導型経済成長」を目指してい

るアジアの多くの国々は，日本からの資本・中

間財及び技術の輸入に依存した構造を持ってい

るとされ，る．例えば台湾の場合も，1956年以降

現在に至るまで対日赤字が恒常化し，しかもそ

の金額が毎年増加している．その理由は，日本

から金属・機械・化学製品や半導体などの電子

部品を輸入して，台湾で旋盤，ボール盤などの

機械製品や，コンピュータやテレビなどの電

子・電気製品を組み立てて，大量に米国やカナ

ダへ輸出する構造であるからといわれ，ている．

従って，もし台湾の経済が日本からの輸入に依

存しながら欧米への輸出を増加させているので

あれば，日本からの輸入と台湾の輸出及び台湾’

国内の資本形成の変数との間に因果関係が検出

されるはずである．従って，そのような場合を

第5の仮説として，「輸入依存型」の経済成長と

定義することにする5）．

　このような経済の成長要因に関する5つの仮

説を検証するために，以下，グレンジャーの因

果概念を多変量間に応用したシムズのブロック

外生性の統計値を使って検定を行なう．
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IIグレンジャーの因果性の概念とシムズの

　ブロック外生性の統計量

　統計的な因果関係の方向性を考案したグレン

ジャーの因果関係の概念を簡単に説明し6），シ

ムズの統計量を紹介する．

　　1．グレンジャーの因果分析の定義

　ある’時点における確率変数r（のを予測す

る際，もう一つの確率変数X（のの過去の情報

がy（のの予測の精度を統計的に高める場合，

Xからyへ因果関係があると定義する．この

とき，X⇒yと書く．ことにする．もし，　Xの

過去の情報がy（のの予測誤差を統計的に有意

な形で減少させない場合は，Xからγへの因

果関係は否定される．更に，X⇒Yでr⇒X

である場合は，X（のとy（のはお互いに外生

性が否定されて，そのような場合を相互依存関

係と定義し，X⇔yと書くことにする．

　より一般的な多変量間のyARモデルは以
下のように表すことができる．

　　　　　　　か　（1）Z（’）一Σ．4（ゴ）Z（オーの＋σ（’），

　　　　　　　ご＝1
　　　E（σ（’），σ’（の）＝Σ，

ただしZ（の＝レ、鐙，勧，…，g縦］’，Σは誤差項の

分散共分散行列であり，E（σ（’），　σノ（々））；0

∀’≠々，A（のはη×ηの推定されるρ次の係

数行列で

密議：llllii／一一

Z4R表現による多変量間のブロック外生性の

テストとして，（1）式のモデルから次のような

統計量を計算する了）．

　（2）　　（T－o）（‘091Σγ1一ムoglΣπ1），

た歴し，7’は観測値の数，旧71は制約された

誤差項の共分散行列式，1Σ刎は制約のない共

分散行列式，パラメター。はシムズに従って制

約を課さない式の回帰係数の数とする．制約の

ついたΣπは，多変量において外生性を検証

したい全ての変数を含んだ旧式を最小2乗法に

研　　究

よって計算しそ，その残差より求められる共分

散行列である．Σ7は，外生性の樹象となる変

数を除いて求められた共分散行列である．（2）

の統計量は漸近的に，自．由度が制約数に等しい

Z2分布に等しい．また，（2）式の統計量を使っ

て，多変量間の外生性のテストだけではなく，

グレンジャーの因果分析でも問題になる最適ラ

グ項の決定を，多変量問においても統計的に決

定することができる利点がある．

　分析の対象とする変数は，台湾の4半期別国

民所得統計における各需要項目とする．それぞ

れの変数は実質で季節変動調整済みのデータを

使い，分散がトレンドを持つ場合が多いので，

各変数は対数変換して次のように定義する．

ZPCは民間最終消費支出，　TGCは政府支出，

TCCは総固定資本形成，7万は在庫品増加分

で，対数変換した国内総資本形成から総固定資

本形成を引いたものとする．：τXRは輸出，

㎜は輸入とする．また，台湾の対日輸入依

存の傾向をみるために，日本から台湾への輸出

を刀ぐTとした．また，付録の表2－A，2－Bの

単位根の検定の結果より，1次の階差をとった

データを分析に使うこととする．ただし，Tπ

はすでに差分をとっており，単位根も否定され

ているので，更に階差をとる必要はない8）．な

お，対数をとったデータの階差は，近似的に対

前期変化率（成長率）として解釈できるので，経

済学的に考えると，短期的な因果関係を検証す

ることとなる．

　最後に，台湾経済は，第一次オイルショック

によって大きなシ日ックを受けていることがわ

かっており，Chowテストによる構i造変化の結’

果でも，サンプル期間を1973年4期において2

つに分ける必要がある．従って，以下の分析に

おいては，オイルショック以前と以後にデータ

を2回して結果を整理する．

111台湾のマクロ経済構造

　　　1．台湾経済の構造変化の特徴

　台湾の戦後の経済復興は，1950年代初期より

本格的に始まった9〕．一連の農地及び通貨改革
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を経て，「第1次経済建設四日年計画」が1953

年から始まり，米国からの経済援助を受けなが

ら台湾経済の工業化が実行に移された．初期の

繹済政策は，主要な国内産業を独占。国営化し

て国営企業の保護・育成に重点をおいた輸入代

替工業政策であった．この輸入代替政策を推進

する一方，民間レベルにおける輸出のための労

働集約的な加工業の発展を促進する政策に転換

したのは，1950年代の終わりから1960年代の

初期といわれている．1961年より始まった「第

3凍経済建設四月年計画」では，特に輸出向け

工業製品の生産が奨励され，1960年より「工業

区」づくりが始まり，1965年には「高雄輸出加

工区」が開設された．同時に，1959年の「外国

人投資条例」や1962年の「技術合作条例」など

の法的整備を通して積極的な外資導入政策が推

進された．

　しかしながら，1970年代の初期に台湾経済は

大きなショックに見舞われることになる．1971

年の台湾の国連脱退を促した1972年のニクソ

ン米大統領の訪中，そしてそれに続く日本との

国交断絶といった政治的危機と時を同じくして，

ニクソンショックと言われたドノレの切下げと

1973年10月より始まったオイルショックの経

済的危機が重なったわけである．これらの危機

に対して，蒋経国のり一ダーシップの下に「十

大建設」を発表し，政府の強力な財政政策を通

して，過去の経済政策において軽視されていた

社会資本整備の拡充と，第二次輸入代替とも取

れ，る重化学工業への大型プロジェクトによる公

共投資をてこにこれらの危機を乗り切ったので

あった．この間，1971年に着工された南北高速

道路が1978年には開通し，中国造船公司の100

万トン級ドックや中国鋼鉄め一貫製鉄所などが

次々と完成され，た．更に，1977年には「12項目

の建設計画」が発表され，1979年には桃園新国

際空港がオープンし，基隆一高寸間の鉄道電化

工事も完成している．

　　2．台湾経済のブロック外生性の結果

A．オイルショック前：1961．1～1973．4

　ブロック最適ラグ項の長さは次のように決定

129

され，た．6変数｛7アC，TGC，　TCC，7π，

㎜，㎜（or／X7「）｝に対する最初ヲグは4

となる10）．4変数のラグ数は｛TGC，7アC，

TCC，7π｝，｛7℃C，π，㎜，㎜or　1×7’｝

の組み合わせばそれぞれラグ3，｛TGC，7】PC，

刀（R，ノX7’｝の組み合わせのみラグ4となった．

3変量の場合は，｛TCC，7π，　TXR，㎜or

／XT｝のうち3変量の組み合わせばすべて3が

最適ラグの長さとなった．

①「財政主導型」仮説

　付録の表3より，オイルショック以前の台湾

の政府支出は，輸入変数を除いた資本形成の変

数の組み合わせに対して因果関係が検出された．

また，2変量間のグレンジャーの因果関係が輸

入に対して検出されていう．従って，財政政策

の資本形成に対する有効性という意味で，50年

代の「輸入代替的経済政策」が，60年越からオ

イノレショックに至るまで有効であったといえる．

ただし，興味深いことに，政府支出から貿易変

数に対する因果関係は検出されず，政府の財政

政策をてこにした「輸出志向出盛済政策」の有

効性は認められなかった．従って，60年代から

オイルショックに至る輸出志向的政策の内実は，

外国資本の優先的導入や国内資本市場の整備・

育成，及び国営企業の保護にあり，実際の輸出

・振興の担い手であった民間中小企業に対する直

接的な援助であ’つたとする解釈に対しては一つ

の疑問が提起される結果となった．

②「輸出主導型」仮説

　台湾経済にとって最も重要と思われる「輸出

主導型」の仮説については，付録の表4より明

らかな通り，オイルショック以前は，輸出の成

長が原因となって消費や資本形成の成長を促し

た「輸出主導型」であることが認められた．

③「輸入依存型」仮説

　台湾のオイルショック以前の経済成長は「輸

出主導型」によることが判明した．しかしこの

輸出の成長を可能にしたのは，日本から台湾へ

の資本財の提供にあったと思われる証拠が付録

の表5より得られた．即ち，日本から台湾への

輸出が，台湾の輸出及び資本形成に重要な影響

を与えていることが検出された．従って，台湾
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の「輸出主導型」の経済成長は，最初力｝ら対日

輸入依存の構造を内包していたといえよう．』

④「資本形成主導型」仮説

　対日輸入依存構造を更に理解するためには，

台湾における資本形成の変数の役割を見なけれ

ばならない．付録の表6によると，資本形成の

変数から貿易変数に対してほとんど因果関係を

検出することができなかった．．従って，台湾に

おける「輸出主導型」の経済成長を可能にした

のは，台湾の国内資本形成を補助する役割を最

初から担った日本からの輸入に負うところが大

きいと解釈することができる．また，政府支出

の因果律が輸入代替的な経済政策，即ち国営企

業の保護を示唆していることと考え合わせると，

早い時期から日本からの資本・中間財輸入に依

存した民間企業の活躍によって「輸出主導型」

経済成長が達成されたと推察できる．

⑤「消費主導型」仮説

　発展途上国の経済成長の要因を分析する際，

民間消費が重要な要因と成り得ることはないと

いった前提が存在していたように思われる．し

かしながら，付録の表7よりわかる通り，オイ

ルショック以前における台湾の消費変数は，資

本形成に対する重要性は持たないが，輸出や日

本からの輸入に対して因果関係を持っているこ

とが判明した．従って，台湾の経済成長を消費

による「内需主導型」と呼ぶのは無理があるが，

台湾の対日輸入依存構造を持った「輸出主導

型」経済成長に一定の役割を担ったことは否定

できない．

B．オイルシ日ック後：1974．1～1990．4

　オイルショック以降の台湾データにおける最

適なブロックラグ項の長さは，全て4となった．

①「財政主導型」仮説

　オイルショック前と比べて興味深いことは，

付録の表3より台湾政府の財政政策が，オイル

シ日ックを契機に「輸出志向的」な政策に変更

した点である．即ち，政府による財政支出がよ

り直接的に輸出や輸入の変動に大きな影響を与

えるように出動したことを意味する．その具体

的な内実に関する研究は他に譲るとして，従来
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の研究で言われてきた，オイルショック以降の

いわゆる第二次輸入代替政策の有効性は本稿ρ

定義においては否定された．即ち，資本形成や

輸入の変数に対して政府支出の重要性が全く検

出されなかった．これは，政府の財政出動によ

る数々の巨大プロジェクトや，国営企業を通し

て行なった重化学工業化への投資は，たとえそ

れが輸入代替的な政策であったとしても，国内

資本形成の成長を促さなかったという意味で失

『敗だっためではなかろうか．

②「輸出主導型」仮説

　付録の表4によると，オイノレショック以降に

おいて，他の変数に対する輸出の因果性は全て

否定された．従って，一般的に言われてきた台

湾の「輸出主導型」の経済成長仮説は，オイル

ショック以降は妥当しないという結論が導かれ

た．これは，従来の台湾経済の研究結果に大き

く相違するものであるため，納得のいく説明を

必要とする．その一つの答えとして，台湾の対

日輸入依存構造と，資本形成の変数の因果関係

の結果をまず説明したい．

③「輸入依存型」仮説

　付録の表5に対日輸入依存を示す刀ぐ7’の結

果がまとめられている．それによると，オイル

ショック以降も依然として，台湾の資本形成に

おける対日輸入の重要性が検出されている．特

に，輸入全般を意味する㎜が，全く資本形

成の変数に対して因果関係を持たないことが重

要である．即ち，日本からの輸入が台湾の資本

形成にとって不可欠の要因となっているという

点が理解される．

④「資本形成主導型」仮説

　次に付録の表6』よりわかることは，台湾の資

本形成の変数，特に総固定資本形成が貿易変数

に対して重要な説明要因となっていることであ

る．台湾の資本形成が日本からの輸入に依存し

ていることと考えあわせると，オイノレショック

以降の台湾経済の成長構造は次のようにまとめ

ることができる．即ち，台湾の一見して「輸出

主導型」に見える輸出の成長は，実は台湾の資

本形成が対日輸入に依存して成長し，その結果

として達成された輸出の成長であったというこ
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とである．更に，オイルシ日ック以前には貿易

変数から資本形成の変数に一方的なブロック因

果関係が検出されたが，オイルショックを経て，

貿易変数が資本形成の変数に対してその重要性

を検出できなくなったことも，「輸出主導型」の

仮説を否定する根拠となっている．

⑤「消費主導型」仮説

　オイルショック以降の台湾の消費に関する結

果は付録の表7にまとめられている．オイルシ

ョック以前に観察された輸出と対日輸入の変数

に加えて，輸入の変数に対しても因果関係を持

つことが判明した．これは，オイルショック以

降の消費の成長によって，消費財の輸入を日本

のみでなく広く他国から増加させたことを意味

する．ただし，オイルシ目ック以前の結果と同

様に，台湾の消費の成長が輸入を誘発すること

はあっても資本形成の成長を誘発しないのは，

台湾国内の資本市場における消費財生産分野の

脆弱性を意味すると考えられる．

　3，日本から台湾への輸出の歴史的背景

　台湾の経済成長にとらて日本からの輸入がい

かに重要であるかという結論が統計的に得られ

た．次に，その対日輸入依存構造の内実を簡単

に紹介したい．台湾の貿易収支における対日赤

字は1956年より始まり，1993年の現時点まで

継続している．特に，2回のオイルショックを

境にして，日本からの輸入が激増するという構

造的対日赤字の特徴が認められる．ちなみに，
　　　　　　　　　　　　　　　　へ
対米収支が黒字（3千870万・USドル）に転換し

た1968年における対日貿易収支の赤字額は2

億3千372万USドルであった．この時の貿易

収支の赤字の総額は1億1千409万USドルで

あったので，台湾経済が輸出主導化を始めた時

よりすでに対日輸入依存度が非常に高かったこ

とがわがる．これが1990年になると，対米収

支が91億3千402万USドノレの黒字，対日貿

易収支が76億6千71万USドルの赤字，全体

としては約125億USドルの黒字である．従っ

て，この20年程の間に台湾は対米黒字の額で

約240倍，対日赤字を約33倍に増加させたの

である．
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　輸入品目の歴史的変遷をみると，輸入代替政

策と共に輸出主導型経済成長に軌道変更を開始

した1960年央までは，化学飼料・農薬等の農

業関連の日本からの輸入品が目だつ程度である．

それが，1967年頃よりまず機械・電気工作機械

などが日本から急激に輸入され始め，続いて鉄

鋼・化学製品や輸送機械の輸入が増加した．ま

た，第2次オイルショック以降，輸入の増加が

顕著にみられる工作機械や電気・電子部品など

の資本・中間財については，1980年代を通して

日本からの輸入が総額の半分以上を占めている．

例えば，1989年における工作機械の輸入総額約

150億USドルに対して，日本からの輸入が約

76億USドル，アメリカから．が約33億USド

ルである．第2位の輸入先であるアメリカから

の輸入が日本の額の半分以下であるから，いか

に日本からの資本財の輸入が台湾経済の発展に

必要不可欠なものとなっているかが理解される．

IV　「輸出志向型経済成長」仮説の内実と普遍性

　開発経済学における「輸出志向型経済発展」

の仮説は，以下のような論理構成を持って主張

される．第一に，輸出の成長は貿易乗数効果に

よって生産能力と雇用の拡大をもたらす．第二

に，輸出の成長によって獲得された外国為替に

よって，外国から資本や技術の輸入が可能にな

り，その結果国内生産能力が増大する．第三に，

外国市場への輸出による規模の拡大や競争の激

化は，当該企業の生産能力の拡大と技術進歩を

高めることになり，国内の経済成長に貢献する．

故に，輸出と経済成長の間の強い相関は，「輸出

志向型経済発展」の仮説の有効性を実証するこ

とになる．前述したように，アジア地域の経済

成長を研究した多くの議論がそのような前提に

立って展開されている．しかしながら，本稿に

おける因果性の分析結果によると，輸出主導型

の経済成長の典型とも思われてきた台湾におい

て，実はその経済構造に連続して観察されるの

は対日輸入依存構造であり，特にオイルショッ

ク以降の台湾の経済成長においては，輸出が経

済成長の重要な要因であるという因果律は否定
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された．

　従来の研究では，オイ・ルショック以降も急激

に増加した輸出の統計を観察して，台湾の経済

成長をあくまでも「輸出主導型」と結論してい

る．そのような理解に対して，本稿の結果より

推察すると，オイルショック以降の台湾の輸出

の成長は，輸出産業の担い手である民間中小企

業が対日輸入依存を更に深化させることによっ

て，自国の資本形成の不備を補って輸出の増加

に結びつけた結果であ．るという解釈が可能とな

る．台湾が国際社会の中で孤立化していったオ

イノレショック当時の状況を考えると，民間の資

本家が台湾の将来に対して不安を抱き，自信を

喪失して海外へ台湾資本を逃避させたり，自前

の研究開発による技術や設備に対する投資を控

え，リスクを伴う大がかりでかつ長期的展望を

要する投資も敬遠したと考えられる．従って，

オイルショック以降，資本形成や消費財生産を

経済成長のエンジンとする構造に転換する代り

に，日本からの資本財や技術の輸入に一層頼っ

て，短期間にかつ少額の資本によって利益を回

研　　究

収できる軽工業と，貿易や流通を中心とした商

業的経済活動に専念した結果輸出が伸びたとす

る見方も可能である．

　いずれにしても，「輸出主導型経済成長」が対

日輸入依存構造を最初から包含したという台湾

の経験は，他のアジアNIEsやASEAN諸国に

とっても重要な教訓であると思われる．即ち，

輸出主導型の経済成長を目指しても，必ずしも

それが国内における資本形成を誘発するとは限

らず，日本経済に依存する構造牽恒常化させる
　　　　　　　　　　　　　　エ可能性である．更に，従来の開発経済学におけ

る「輸出志向的経済成長」の処方箋は，いわゆ

る自前の資本形成（大きな資本やリスクを実際

は伴う設備投資や新技術の開発）が，自動的に

促進されることを前提とした経済政策であった

ことも理解される．逆に言うと，アジア地域に

おける経済成長の成功は，日本のように技術や

資本を提供する国が存在した結果，可能になっ

たともいえよう．

　　　（論文受付日1993年9月6日。採用決定日

　　　1994年3月9日，名古屋商科大学商学部）

付録
表1　　変数名一覧と平均（標準偏差）

オイルショック前　　オイルショック後　　オイルショック前　　オイルショック後

　　　レベルデ7タ（104）　　　　　　　　　　　　対数差分r

TPC　民間最：終消費支出

TGC　政府最終消費支出

TCC　総固定資本形成
7万　　在庫品増加

TXR　輸出と海外からの所得
丁ルα～　輸入と海外への所得

ノXT　　日本から台湾への輸出

8．67（．28）

3．31（．09）

2．55（．15）

3．56（．30）

3．62（．26）

1．56（．11）

28．67（11．10）

8，93（　3．12）

12．27（　3．13）

29．15（　1．56）

23．46（11．9　）

6．64（　　．32）

．229（1．49）

．206（L38）

．209（1．23）

ユ41（　ユ4）

．225（1．25）

．223（L31）　．

．205（1．15）

．193（1．44）

．176（1．29）

．181（1．32）

．067（0．12）

．195（1．41）

．193（1．42）

．172（1．30）

表2－A　単位根の検定

オイルショック前（BOS）

στ2 9τ
τ

’ 4τ（ゐ） ’。（ぬ） あ御θ ’ゴ〃z8（ぬ）

TPC
TGC
7℃C

π
TXR

㎜ノXT

一11．17

－35．97ゆ

一20．45

－47．31零寧

一47．18鄭8

－44．81串寧

一11，34

一11．13

－35．46串

一21．02

－47．10零寧

一32．86寧

一29．47

－10．71

一2．10

－2．91

－3．60＊

一5．41別

皿3．06

－3．08

－2．41

一53，65嘩掌

一63．85零中

一65．05串耶

一63．20掌皐

一71．11嘔卓

一68．3牌

一43．63零．

一5．72零亭

一5．91零串

一5，61串串

一7．91韓

一8．77．車

一8．55串串

一4．56鄭卑

2．40

4．15寧專

4．74纏

一〇．60

5．69榊

5．13纏

2．13

0．73

－0．98

0．36

0．18

0．99

0．79

0．21
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オイルショック後（AOS）

στ2 τ

σ τ
渉 στ（ぬ） ’．（ぬ） ’露吻θ 伽8（ぬ）

7ソ）C

TGC
7℃C

盟
7XR
7MR
／xT

一5．．T5

－10．41

－7．45

－42．41＊串

一12．06

－10．47

－14．49

一2．80

－11．16

－7．26

－42．92零癖

一11．45

－8．43

－11．49

一1．03

－2．65

－1．76

－3．80．

一2．76

－1．91

－2．70

一59．67卓亭

一95．64零事

一70．56串＊

一87．29串宰

一56，908事

一64．80零廓

一46．45室窄

一4，03寧

一7．08榊

一5．71料

一8ユ2零幽

一6．12榊

一6．51榊

一6．74榊

　1，03

　3．81嚇

　1．79

－0．67

　2．77

　2．17

　1．51

　0．92

－0．65

　0．05

　0．13

－1．85

－0．21

－0．88

注　στ2はStock－Watson（1989）より2次のトレンドを含んだ単位根の検定，グはStock・Watson（1988）より通常のトレン
　　ドを含んだ単位根の検定による結果である．’，は定数項とトレンド項を含んだL畦ckey・Fuilerの’・値タイプの単位根

　　の検定であり，伽2はトレンド項の検定である．（つは5％，（輯）は1％において有意である．なお，（ぬ）は各変数の1

　　階の階差をとった場合のそれぞれの統計量を意味する．

表2－B　コモントレンドの検定

　　　　　　　　　　　オイルショック前　　　　　　　　　　　　　　　　オイルショック後
（7PC，　TGC，　TCC，　TXRJXT）（71PC，71㏄，π）C，7：駅，7：駅）（ZPO，　T㏄，　TCC，　TXRπT）（TPC，7℃C，7℃C，7：X配，7〕駅）

解
1
2
3
4

σc（々，〃の

一1．91（．53）

一9．78（．52）

二9．78（．92）

一30．1　（．41）

σc（尾〃3）

一3．18（．75）

一16．4　（．10）

一31．5　（．03）

一50．1　（．03）

gc（ん〃z）

一4．59（．57）

一4．59（．95）

一18．1　（．43）

一18．1　（．89）

αc（々，解）．

一3．76（．68）

一6．17（．84）

一15．1　（．62）

一29，2　（．44）

注．グ（5，ηz）の統計量はStock・Watson（1988），Table　2の々＝5を参照，（

　　に対して（々一蹴）個のcointegrationの関係を持つか否かを検定する．

）内はp－valuesである．彿は個有値の数で，々個の単位根

表3　財政主導型仮説（原因変数＝Tσσ）

BOS ｛TCC，㎜，盟R｝

　　6．11（．73）

｛Tcc，7万，∫XT｝

　　10．85（．24）

結果変数

｛：rCC，7万｝

　1L71（．07）喀

｛7XR，7MR｝
3．31（．77）

｛7XR，ノXlr｝　　　TMR
　5．78（．67）　　　　15．2　（．00）象寧継

．40S ｛7CC，π，盟R｝

　　14．02（，30）

｛TCC，7刀「，∫XT｝

　　15．60（．21）

｛TCG　Tπ｝

10．39（．24）．

｛7XR，7MR｝
20．25（．01）串ゆ購

｛7XRJXIr｝
　11．59（．17）

　7MR
2．98（．09）章

注　（“）at　10％，（串摩）at　5％，（紳申）at　1％以下の有意水準を示す．βOSはオイルショック前，　AO8はオイルショック後を意味する．

　　以下の表はすべて同じ．

表4　輸出主導型仮説

BOS
原因変数

｛TXR，7MR｝

｛7XR，∫x7「｝

丁駅

｛π）C，TCC，7万，7MR｝

39．29（．00）零串串

　　　結果変数

｛7PC，TCC，π，刀ぐT｝

29．0（．02）寧串

｛TPC，TCC，π｝

　21．30（．26）

　38．44（．03）寧拳

　18。93（．03）寧串

｛Tcc，7万｝

23．86（．02）廓ゆ

37．44（．00）寧寧寧

18．48（．01）亭蔀廓

ノ40S

原因変数

｛：rXR，：r搬｝

｛刀（R，ノXT｝

丁駅

｛7アC，TCC，π，躍R｝

27．93（．03）寧卓

　　　結果変数
｛TPC，　TCC，Tπ，刀ぐ：r｝

16．37（．43）

｛TPC，TCC，7万｝

　20．17（．69）

　28．48（．24）

　15．61（．21）

｛7℃C，πτ｝

13．47（．64）

16．53（．42）

10．03（．26）
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表5輸入依存型仮説

BOS
原因変数

ノx7「・

刎R

｛7PC，　TCC，Tπ，71XR｝

　　20．94（．05）＊寧

　　13．95（．30）

　　結果変数

｛π）C，TCC，7Yτ｝

　8．80（．46）

　7．97（．54）

｛Tcc，71π，7XR｝

　23．68（．01）寧車寧

　13．68（．13）

｛7℃C，7万｝

12．04（．06）寧

11，63（．07）癖

AOS
原因変数

∫xT

盟R

｛TPC，7℃C，　Tπ，71XR｝

　　17．91（．33）

　　10．93（．81）

　　結果変数

｛7アC，TCC，7YI｝

　17．18（．14）

　9．93（．62）

｛Toc，7刀F，7XR｝

　16，88（．15）

　10．11（．61）

｛：rCC，7万｝

14．61（．02）卑寧

8．72（．19）

表6資本形成型仮説

BOS
原因変数

｛7℃c，7万｝

7℃C

盟

｛ZPC，刀（R，盟R｝

　20．89（．29）

　10．50（．31）

　　8．94（．44）

　　結果変数
｛7PC，　D（R，ノXT｝

　12．5　（．97）

　　4．07（．98）

　　7．56（．82）

｛71X潔，：㎜R｝

20．07（．07）．

9．36（．15）

6．67（．35）

｛71XR，刀ぐT｝

5．25（．95）

1．58（．95）

2．86（．83）

AO∫
原因変数

｛7℃C，Tπ｝

7℃C

π

｛7PC，71XR，7MR｝

　29．60（．20）

　15．60（．21）

　12．48（．41）

　　結果変数

｛ZPC，7XR，削ぐT｝

　13．55（．96）

　　9．13（，69）

　　8．64（．73）

｛7XR，7MR｝
29．42（．02）壌串

15．70（．02）寧．

7．09（．31）

｛7x尺，μT｝

13．0　（．67）

4．92（．55）

6．37（，38）

表7　消費主導型仮説（原因変数＝望PO）

BOS
原因変数 ｛TCC，　Tπ，7XR，：τMR｝

　　19．73（．07）串

　　　結果変数

｛7℃C，盟，7XR，刀ぐT｝

　　23．83（，09）＊

｛：τXR，盟R｝　　｛TXR，ノX7’｝　｛7℃C，π｝

6，73（．35）　　　　　　’23．23（．00）園圃．　　　　　6．11（．63）

AOS
原因変数 ｛Tcc　7万，7XR，7凋4R｝

　　26．12（．05）寧＊

　　　結果変数

｛TCC，7万，7XR，刀ぐT｝

　　25．51（．06）串

｛㍑R，7MR｝　　｛7XR，双7覧｝　｛TCC，71π｝

25．17（．001）亀窟ゆ　　　27．27（．00）寧窄寧　　　　7．97（．44）

　注

　本稿を作成する際，名古屋商科大学アジア研究会の

メンバーの先生方，創価大学の馬場善久先生及び本誌

レフリーより有益なコメントをいただいた．ここに記

してお礼申し上げたい．

　1）　「……主導型」のタイプ分けについては，篠原三

代平・長谷山崇彦・柳原透編（1989）を参照されたい．．

「輸出先導型」経済成長の定義は，アジア21世紀研究

会編（1989）の第1章第III節や，第2章第1節の「輸

出志向型経済成長」に成功したアジアNIEsの成長要
因に関する議論も参考にした．
　2）　佐藤幸人（1992）．．

　3）　坂井秀吉・一野田二二（1988）．

・4）　このように考えると，政策変数とGDPの間に，

政府の政策によって影響を受けると．思われる輸出や資

本形成の変数が必ず介在しなくてはならず，両変数に

おける直接的な因果関係は存在しにくいという事がわ
かる．

　5）　ブロック外生性のテストにおいては，変数の数

が多くなるとそのランダムな組み合わせによる数は急

激に多くなる．例えば，η変数間の2変量同士だけの

因果関係の組み合わせの数を考えてもη（π一1）／2に

なる．本稿においては，経済学的に無意味な組み合せ

を最初から除外するためにも，5つの仮説検定に限定
した．

　6）Granger（1969）を参照されたい．グレンジャー

の因果関係の概念に関する問題点は，既に多くの論者

』が指摘しているので本稿では省略する．多変量時系列

モデルにおけるグレンジャーの因果分析の諸問題につ
いては，山本拓（1988），国友直人・山本拓（1986a，　b）

を参照されたい．

　7）Sims（1972，1980）を参照されたい．

　8）マクロデータは通常（ランダム）トレンドを持つ

ため，単位根の確認をする必要がある．特ピグレンジ

ャーの因果分析においては，トレンドの除去の仕方で

結果が大きく異なることが知られている．本稿におけ

る単位根の検定は，Stock－Watson（1988，1989）の結果

を利用した．コモントレンドとグレンジャーの因果性

については，Sims－Stock－Watson（1990）も参照した．

表2－A，一B．より推測されるように，オイルショック

前の輸入変数が定常的である可能性が高く，cointe－

gratio㎡の存在を否定できなかった．従って，オイル
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ショック前の輸入変数を加えた因果関係については，

若干，注意が必要と思われる．ま．た，71π（在庫変動

分）の単位根は否定されているので，コモン．トレンド

の検定では除外している．台湾データは，Q観吻吻
く履ゴ。ηα1Eooπo頒6　7勿η跳，台湾統計局，1961．　r

1990．4期を使用した．日本から台湾への輸出のデー

タは，r貿易概況』日本関税協会各年版から作成した．

単位は実質台湾ドルで，季節調整済みである．

　9）台湾経済の発展に関する文献としては，Ho
（1978）年や隅谷三喜男，劉進慶，～余照彦（1992）を参照

した．

　10）下記のLjung－Box　Q－testsの結果が示すとお

り，（7アC，7「GC　7CC：τπ㎜，ノX7’）のシステム

における誤差項の系列相関の問題は認められない．

　　（7P（＝（3），コr「㏄（3），コ「て）（）（3），7翌（3），㎜（3），ρ（コ［（3））

　　　　　　　　　オイルショック前

　　　ZPC　　TGC　　7℃C　　7万　　㎜　　．双丁
（2（8）　　11，2　　　　　6．2　　　　　2．8　　　　　2．6　　　　　5．5　　　　5．9

（2（16）　　17．5　　　　11．0　　　　11．6　’　　11．8　　　　10．5　　　　9．4

　　（η℃（4），㍑（4），7「CC（4），7万（4），㎜（4），ノXコ「（4））

　　　　　　　　　オイルショック後

　　　πCTGC　TCC盟㎜μT
9（8）　　　8．8　　　　4．8　　　　　2．4　　　　　2．8　　　　　6．3　　　　112

（2（16）　　10．9　　　　9．7　　　　　6．6　　　　　9．2　　　　17．1　　　　17．3
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